
                （１） 一 般 会 計

ア  総　　括

（歳　　入） （単位　千円）

計

分担金及び負担金 4,476,145

国 庫 支 出 金 90,701,653

繰 入 金 28,274,601

繰 越 金 1,417,309

諸 収 入 64,990,916

県 債 92,957,100

721,997,518

（歳　　出） （単位　千円）

計

議 会 費 1,475,124

総 務 費 31,781,666

民 生 費 91,339,816

衛 生 費 23,407,692

労 働 費 3,019,990

農 林 水 産 業 費 41,369,338

商 工 費 60,292,945

土 木 費 83,287,645

警 察 費 38,784,602

教 育 費 148,657,997

721,997,518

イ  主な補正項目

①　経済対策関連事業　　　　　 　　　　　    　  ４，８５０百万円

※「２　経済対策関連事業に関する調」のとおり

②　給与関係費（給与改定分）　　　      　　 　　１，１８２百万円

※「３　給与改定についての調」のとおり

③　地方創生関連交付金事業　　　　　 　　　　　　　　　６２百万円

※「４　地方創生関連交付金事業に関する調」のとおり

90,998,106

９ 239,455 38,545,147
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歳 出 合 計

147,580,5911,077,406
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1,457 28,273,144

715,870,145

3,015,454

60,276,885

2,149,349８

39,707,027

81,138,296

1,662,311

4,536
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６
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6,127,373

４

１

補 正 額

8,081 1,467,043

341,710

715,870,145

91,607,400

３

285,439

6,127,373

15

款

歳 入 合 計

２ 343,026 31,438,640

１　平成28年度11月補正予算概要

７

補正前の額補 正 額款

4,375,066101,079

1,349,700

補正前の額



ウ  繰越明許費の概要

通常分

0

0

0

1,118,470

0

1,118,470

                （２） 特 別 会 計

ア  歳入歳出予算 （単位　千円）

計

541,067

1,842,627

3,524,468

イ  繰越明許費の概要

通常分

209,000

27,310

                （３） 企 業 会 計

計

収 益 的 支 出 1,507,634

収 益 的 支 出 5,916,005

資 本 的 収 入 2,113,398

資 本 的 支 出 6,950,61280,000 6,870,612

工 業 用 水 道 事 業

3,238

5,426

18,936

1,504,396

5,910,579

2,094,462

補 正 額 補正前の額

港 湾 整 備 事 業 27,310 0

（単位　千円）

会　　計　　名

電 気 事 業

流 域 下 水 道 事 業

港 湾 整 備 事 業

264,600 55,600流 域 下 水 道 事 業

繰 越 予 定 額 国補正分

（単位　千円）

会　　計　　名

1,200 3,523,268

11,642,844

会　　計　　名 補 正 額 補正前の額

433 540,634

225,000

95,698

4,892,816

6,186,854

下関漁港地方卸売市場

区　　　　　　分

総 務 費

教 育 費 242,476

（単位　千円）

58,534 1,784,093

繰 越 予 定 額 国補正分

225,000

95,698

4,892,816

242,476

12,761,314

民 生 費

農 林 水 産 業 費

土 木 費 7,305,324

計



(１)　非 公 共 事 業

(単位　千円)

今回補正額 説　　　　　明

586,076

30,000
都市部の若者等が地方に滞在し、働きなが
ら地域住民との交流を通じて田舎暮らしを
学ぶ「ワーキングホリデー」の実施

25,000
サテライトオフィスの誘致推進に向けたモ
ニター企業による実証実験等の実施

35,532 耐震補強に対する補助

218,400
防犯対策（防犯カメラ設置等）や老朽化・
バリアフリー対策に対する補助

12,000
防犯対策（フェンス、防犯カメラ設置等）
や小規模グループケア整備に対する補助

5,349
医療機器整備（体外式人工呼吸器等）に対
する補助

17,319
医療機器整備（保育器、聴覚検査機器等）
に対する補助

242,476 特別支援学校の改築・改修

1,656,133

200,000
中山間地域での生産・販売施設整備（農産
物直売所、栗選果機）に対する補助

962,683 豚舎、糞尿処理施設の整備に対する補助

168,558 鶏肉加工施設の整備に対する補助

130,000 農業用機械・施設の導入に対する補助

12,392 高性能林業機械の導入に対する補助

182,500 林内路網の整備、搬出間伐に対する補助

学 校 建 設 費

２　経済対策関連事業に関する調

区　     　 分

◇
一 億 総 活 躍 社 会 の
実 現 の 加 速

「 ふ る さ と ワ ー キ ン グ
ホ リ デ ー 」 推 進 事 業

お 試 し サ テ ラ イ ト
オ フ ィ ス モ デ ル 事 業

私立学校耐震化促進事業

障 害 者 福 祉 施 設 整 備 費
補 助 事 業

子 育 て 支 援 環 境 づ く り
推 進 事 業

小 児 医 療 設 備
緊 急 整 備 事 業

周 産 期 医 療 設 備
緊 急 整 備 事 業

木 材 利 用 加 速 化 事 業

森 林 整 備 加 速 化 事 業

◇ 21世紀型のインフラ整備

中 山 間 地 域 農 産 物 生 産
・ 販 売 力 強 化 事 業

や ま ぐ ち の 養 豚 収 益 力
強 化 整 備 事 業

や ま ぐ ち 産 鶏 肉 輸 出
拡 大 支 援 事 業

農業経営体育成支援事業



(単位　千円)

今回補正額 説　　　　　明

333,021

95,698 耐震改築に対する補助

237,323
スプリンクラー、自動火災報知設備等の設
置に対する補助

2,575,230

(２)　公 共 事 業

(単位　千円)

今回補正額 説　　　　　明

関　連 158,258
補助公共事業
　漁港整備、魚場整備

関　連 2,116,284
補助公共事業
　道路改良、河川改修　等

2,274,542

4,849,772

◇ 防 災 対 応 の 強 化

隣 保 館 整 備 事 業

医療施設スプリンクラー
等 整 備 事 業

区　     　 分

合　　　　　計

区　     　 分

合　　　　　計

今回補正額計（（１）＋（２））

農 林 水 産

土 木



３ 給与改定についての調 
 

（１） 改定のあらまし 

  ア 給 料 
 

給料表区分 行 政 公 安 海 事 研 究 医療（一） 医療（二） 

改定率(％) 0.13 0.24 0.12 0.12 0.08 0.33 

 

 

 

 イ 諸手当 

（ｱ）  期末手当及び勤勉手当 

    ○  ６月  勤勉手当 0.80（1.00）月分 → 0.85（1.05）月分 

    ○１２月 勤勉手当 0.80（1.00）月分 → 0.85（1.05）月分 

         ※（ ）内は、特別管理職員 
 

（ｲ）  扶養手当 

    子に係る手当の月額 6,500円 → 7,100円 
 

（ｳ）  初任給調整手当 

    医師等 413,300円  →  413,800円 
 

 ウ  実施時期 

   平成 28年４月１日 

 

（２） 今回補正額 

  給与改定分                           （単位 千円） 

区   分 予 算 額 
財  源  内  訳 

国支出金 そ の 他 一般財源 

一  般  職 
(給与 0.24％ 期末勤勉 0.10月) Ａ 1,175,545 121,997 10,432 1,043,116 

特  別  職 
(期末 0.10 月) 

Ｂ 6,251   6,251 

補 正 額（Ａ＋Ｂ） 1,181,796 121,997 10,432 1,049,367 
     

教育(一) 教育(二) 全給料表 

0.08 0.11 0.13 



(単位　千円)

今回補正額 説　　　　　明

22,000

12,000
南津海シードレスの早期産地化に向けた生産
技術の確立や苗木の供給体制の整備

10,000
県オリジナルユリの球根の効率的かつ安定的
な供給体制の構築に向けた生産技術の確立

40,000

35,000
県内事業者へのニーズ調査及びブランディン
グによる高付加価値化の試行的な取組の実施

5,000
県内中小企業のＩｏＴ・ロボット技術導入に
向けた推進セミナー・研修会の開催や技術開
発研究会の立ち上げ支援等

62,000

４　地方創生関連交付金事業に関する調

区　     　 分

合　　　　　計

◇ 地方創生推進交付金事業

南 津 海 シ ー ド レ ス
早 期 産 地 化 推 進 事 業

やまぐちオリジナルユリ
生 産 技 術 確 立 事 業

◇ 地方創生加速化交付金事業

や ま ぐ ち 県 産 品 売 込
商 社 機 能 確 立 事 業

Ｉ ｏ Ｔ ・ ロ ボ ッ ト 技 術
導 入 促 進 事 業


